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テーマ１．ITを活用して、サ責の本来業務を取り戻す。
テーマ２．ICTを活用して、サ責と訪問介護員の学習効果を高める。
テーマ３．介護職員の成長を導き、利用者に付加価値の大きな介護

サービスを提供できる。
テーマ４．IoT技術による生活支援の可能性
テーマ５．働きやすさを支えるIT

介護の仕事の魅力の向上ためのICT技術の活用
～５つのテーマを通じて～
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テーマ１．ITを活用して、サ責の本来業務を取り戻す。

（１）サ責の本来業務、訪問介護計画のPDCAサイクルについて
（２）訪問介護事業の課題「サ責の本来業務」をいかに行うか。
（３）KPIに基づくマネジメントをおこなうことにより、付加価値の高い業
務、「本来業務」を取り戻す。

（４）４人のサ責の配置シフト、月初は２－２、月中は１－３、月末は３
－１のシフトでおこなう。
（５）担当制のサ責からチーム制、チーム制のメリット
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指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年三月三十一日厚生省令第三十七号）より抜粋
（訪問介護計画の作成）
第二十四条 サービス提供責任者（第五条第二項に規定するサービス提供責任者をいう。以下この条及び第二十八条において同じ。）は、

利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定訪問介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記
載した訪問介護計画を作成しなければならない。
２ 訪問介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成しなければならない。
３ サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意
を得なければならない。
４ サービス提供責任者は、訪問介護計画を作成した際には、当該訪問介護計画を利用者に交付しなければならない。
５ サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成後、当該訪問介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該訪問介護計画の
変更を行うものとする。

ＰＬＡＮ

ＤＯ

ＣＨＥＣＫ

ＡＣＴＩＯＮ

①ＰＬＡＮ（プラン）
・ケアプランの確認

・アセスメント（情報収集・課題分析）による援助活
動の方針決定
・訪問介護計画書作成（変更）
・サービス手順書作成（変更）

②ＤＯ（ドゥ）
・訪問介護員へのサービス同行・指導
・サービス提供

・日々の訪問介護員からの情報収集による要対応
事項への対応、訪問介護員への指示
・ケアマネジャーへの報告・連絡・相談

③ＣＨＥＣＫ（チェック）
・訪問介護員からの情報収集

・利用者宅訪問・カンファレンス・サービス担当者会
議等によるサービス実施状況の確認・情報収集・
再アセスメント
・介護目標の達成度評価

④ＡＣＴＩＯＮ（アクション）
・訪問介護計画の見直し
・サービス内容の見直し

・ケアマネジャー・利用者・家族への改善提案・同
意

訪問介護
計画書

サービス提供責任者本来の業務とは（訪問介護計画について）



5

一か月あたり77時間を占めて
おり、勤務時間の48%を外出
業務としているため事務処理
などが不足になっていると想定
される。

参照：日本ホームヘルパー協会
（平成22年12月サービス提供責任者業務分析調査報告）

サービス提供責任者は1か月あたり77時間の訪問業務をおこなっている

（日本ホームヘルパー協会調査報告）
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A-7担当訪問
一か月あたり54時間を
占めており、勤務時間
の34%を訪問介護員
不足により提供してい
る。
残りの23時間の訪問
時間で担当利用者40
名などを把握するのは
難しいと考えている

参照：日本ホームヘルパー協会
（平成22年12月サービス提供責任者業務分析調査報告）

サービス提供責任者は1か月あたり63時間の訪問介護をおこなっている

（日本ホームヘルパー協会調査報告）
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利用者把握を行うアセスメント、モニタリングはさらに時間が少な
く個々のスキルに依存する形となっていると考えられる。

参照：日本ホームヘルパー協会平成22年12月サービス提供責任者業務分析調査報告）

サービス提供責任者は1か月の勤務時間の3.7%しかサ責業務をおこなっていない

（日本ホームヘルパー協会調査報告）
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調整業務がボトルネックとなっており
書類作成時間が少ないのではないか。

参照：日本ホームヘルパー協会
（平成22年12月サービス提供責任者業務分析調査報告）

サービス提供責任者は1か月（8％）13時間も電話をしている

（日本ホームヘルパー協会調査報告）
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経営管理の特徴 KPIにもとづくマネジメント

要対応FB数

アセスメントFB数
案件数

人材採用

コーディネート
就労支援

要対応
申し送り

システム活用
業務効率化

■利益の視点

退院顧客訪問数

新規ＣＭ訪問数

出入差
分利用
者数

流出数 前月実績
利用者数

見込利
用者数

売上見込

費用見込

売上予算

利益見込

（１４）

教育訓練

（１）

（３）

（４）

（５）
（８）

（６）

（１０）

流入見込
数

案件目標数

（１５）

（１６）

（１２）

（１３）
（１１）

（１０）

（６）

（７）

（１）

（２）

（３）

（４）

流入予算数

（９）

留意点会議参
加割合

（２）

※（３）は当月営
業予定時間、翌
月営業予定時間、
（１２）～（１５）総
数、残業時間数
で計数

※（４）は稼働可能
残数で計数、将来
はPV数CV数で計数

※未定期数・未確
定数・長期未定期・
社員1人当サービス

時間

※要対応⇒申し送り
変更件数、長期要対
応放置件数

ロスト案件数

（８）

■売上の視点

費用予算

（７）

利益予算

（９）

当月上司の
SV記録数
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KPIにもとづくマネジメントがもたらす効果

ＫＰＩ

損益計算

サ責本来業務

サ責でなくても出来る
業務

売上・利益が予算通りに推移しているか確認す
る

本来業務としてサ責が実施すべき在宅生活継続
向上に向けた業務（要対応ＦＢやアセスメントＦＢ、
利用者カンファレンス）が出来ているか確認する

直接介護サービスや、訪問介護員調整業務に注
力していないか、何が原因で調整業務に時間を
費やしているか確認する

コンプライアンス
順守の指標

残業や連続勤務がないか、従業員の働きづらい
環境になっていないか確認する

ＰＬ

ＫＰＩに基づくマネジメントを実行する効果として、コンプライアンス順守をする中で、各拠点においてどのような業務
工程において課題が発生しているか、数値で見える化することにより、サービス提供責任者が本来実施すべき業
務である在宅生活継続の成果を出すための業務（要対応ＦＢ、アセスメントＦＢ、利用者カンファレンス等）にシフトし
ていく働きかけを上司が実行することが可能になる。

この結果サービス提供責任者が在宅生活継続の成果を出し、自信と有能感をもった活動が出来るようになり、最
終的には会社で設定した売上予算・利益予算を達成していくことが可能になる

本来業務へ



サービス提
供

コーディネート 請求処理
実績化
処理

介護員雇
用管理

所定労働時間
177時間/月

時間外労働時間

サ責
業務

サービス
提供

コーディ
ネート

請求
処理

実績化
処理

介護員雇
用管理

所定労働時間
177時間/月

サ責業務と連絡業務

サ担会議、再アセスメント、計画書作
成、要対応、申し送り、手順書作成

訪問介護事業所のサ責の時間の使い方

利用者に向けた介護過程を中心したサ責の時間の使い方

サ責の中心業務を成果の上がりやすいサ責業務に変え個人の有能感を拡充する

IT化とKPI
により改善
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【従来型】サービス提供責任者の担当制

今までは・・・

・事務業務と外出が頻繁にあり
事務業務の伝達が不足する

・計画書作成時間など事務作業
時間が不足しがちになり取り掛かり
において個々スキルに依存する

・訪問介護員の割り当てが出来ない
場合、サービス提供責任者自身が
サービス提供を行うなど時間に
追われてしまう

・休暇の場合は利用者情報がわか
らないため指示出しが出来ない
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サービス提供責任者のチーム制について

中 中 外 外

OP 日常業務サ責
営業・定期訪問

サ責
サービスサ責

7:00
7:30
8:00
8:30

9:00 朝礼 朝礼 朝礼 朝礼
9:30 営業準備
10:00
10:30
11:00
11:30 立ち寄り営業
12:00
12:30
13:00
13:30
14:00

14:30
15:00 定期訪問
15:30

16:00
16:30
17:00 日々締め
17:30 夕礼 夕礼 夕礼 夕礼

電話対応
サービス

計画書作成

休憩 休憩 うさぎ入力 休憩

計画書作成
休憩

ＨＰ同行

２－２シフト

要対応の確認
と対応
指示出し

ＣＤ 留意点会議

定期訪問

営業

うさぎ入力

立ち寄り営業

サービス

ＨＰ同行
プロレコ入力

中 中 外 外

OP 日常業務サ責
営業・定期訪問

サ責
サービスサ責

7:00
7:30
8:00
8:30

9:00 朝礼 朝礼 朝礼 朝礼
9:30 営業準備
10:00
10:30
11:00
11:30 立ち寄り営業
12:00
12:30
13:00
13:30
14:00

14:30
15:00 定期訪問
15:30

16:00
16:30
17:00 日々締め
17:30 夕礼 夕礼 夕礼 夕礼

電話対応
サービス

計画書作成

休憩 休憩 うさぎ入力 休憩

計画書作成
休憩

ＨＰ同行

２－２シフト

要対応の確認
と対応
指示出し

ＣＤ 留意点会議

定期訪問

営業

うさぎ入力

立ち寄り営業

サービス

ＨＰ同行
プロレコ入力

中 外 外 外

OP
営業・定期訪問

サ責
営業サ責 サービスサ責

朝礼 朝礼 朝礼 朝礼
営業準備

立ち寄り営業

定期訪問

夕礼 夕礼 夕礼 夕礼

休憩 うさぎ入力

営業

サービス

立ち寄り営業

ＨＰ同行
うさぎ入力

休憩 休憩

１－３シフト

要対応の確認
と対応
指示出し

実績返し
営業

サービス

ＣＤ

休憩

実績返し
営業

ＨＰ同行

定期訪問

中 外 外 外

OP
営業・定期訪問

サ責
営業サ責 サービスサ責

朝礼 朝礼 朝礼 朝礼
営業準備

立ち寄り営業

定期訪問

夕礼 夕礼 夕礼 夕礼

休憩 うさぎ入力

営業

サービス

立ち寄り営業

ＨＰ同行
うさぎ入力

休憩 休憩

１－３シフト

要対応の確認
と対応
指示出し

実績返し
営業

サービス

ＣＤ

休憩

実績返し
営業

ＨＰ同行

定期訪問

中 中 中 外

OP 日常業務サ責 日常業務サ責 サービスサ責

朝礼 朝礼 朝礼 朝礼

日々締め

夕礼 夕礼 夕礼 夕礼

ＣＤ

実績

電話対応

サービス

プロレコ入力
ＨＰ同行

実績

ＨＰ同行

サービス

３－１シフト

要対応の確認
と対応
指示出し

電話対応

実績

休憩 休憩

実績

休憩 休憩

中 中 中 外

OP 日常業務サ責 日常業務サ責 サービスサ責

朝礼 朝礼 朝礼 朝礼

日々締め

夕礼 夕礼 夕礼 夕礼

ＣＤ

実績

電話対応

サービス

プロレコ入力
ＨＰ同行

実績

ＨＰ同行

サービス

３－１シフト

要対応の確認
と対応
指示出し

電話対応

実績

休憩 休憩

実績

休憩 休憩

〇当社では、4名1チームを基本とし各日においてサービス提供責任者業務を割り振りを行い、
事務業務、サービス業務などに特化を行うことによりサービス提供責任者業務の過不足が
ないようにしております。また、利用者情報についてはシステムを活用し１名が休暇でも他の
サービス提供責任者が対応を行い日々のサービス記録、計画書、モニタリング等の情報を閲覧
して対応を行うことにより、生産性において50名に1名のサービス提供責任者配置実施が出来ています。
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サービス提供責任者のチーム制月次シフトについて

事務業務が煩雑となる月末、月初においては内勤人数を3名とし、事務業務が落ち着く月中などは内勤業務を1名
として月間シフトを作成する。
土曜日、日曜日についても1名づつ勤務をする。土日の業務は特に計画書作成や再アセスメント等を実施すること
とし、サービス提供責任者業務を中心に実施する。

ＩＴを活用することでこのような事務業務の煩雑さを月間で捉えシフトを作成し、それぞれのシフトの中でどのような
役割を担っていくかについて定義が可能となり、一人一人の役割が明確になることで業務遂行を円滑にする効果
をもたらす



15

勤怠管理部門：●●訪介 チーム名: 2016年 04月

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1

017383 木下　隆

日常
0900

1800

休




休




シ１０
0900

1800

シ１０
0900

1800

シ１０
0900

1800

日常
0900

1800

シ１０
0900

1800

休




休




日常
0900

1800

シ１０
0900

1800

シ１０
0900

1800

シ１０
0900

1900

日常
0900

1800

休




休




日常
0900

1800

シ１０
0900

1900

日常
0900

1800

シ１０
0900

1900

シ１０
0900

1900

休




休




シ１０
0900

1900

シ１０
0900

1900

シ１０
0900

1900

シ１０
0900

1900

休




休



171:00 171:00 10 10 0

2

007694 鈴木　花子

外営

0900
1800

休




休




日常

0900
1800

ＣＤ

0900
1800

外サ

0900
1800

休




ＣＤ

0900
1800

日常

0900
1800

休




外サ

0900
1800

外営

0900
1800

外営

0900
1800

外サ

0900
1800

ＣＤ

0900
1800

休




休




外サ

0900
1800

外営

0900
1800

ＣＤ

0900
1800

日常

0900
1800

日常

0900
1800

休




休




外営

0900
1800

日常

0900
1800

ＣＤ

0900
1800

外サ

0900
1800

休




休




160:00 171:00 10 10 5

3

023554 田中　すみえ

ＣＤ

0900

1800

日常

0900

1800

休





外営

0900

1800

外サ

0900

1800

日常

0900

1800

外営

0900

1800

日常

0900

1800

休





休





外営

0900

1800

ＣＤ

0900

1800

外サ

0900

1800

日常

0900

1800

休





休





休





ＣＤ

0900

1800

外サ

0900

1800

休





ＣＤ

0900

1800

外サ

0900

1800

休





休





ＣＤ

0900

1800

外サ

0900

1800

外営

0900

1800

外営

0900

1800

休





日常

0900

1800
160:00 171:00 10 10 5

4

027052 高橋　大輔

外サ

0900

1800

休





休





ＣＤ

0900

1800

外営

0900

1800

外営

0900

1800

ＣＤ

0900

1800

外サ

0900

1800

休





休





休





外サ

0900

1800

ＣＤ

0900

1800

外営

0900

1800

外営

0900

1800

日常

0900

1800

休





外営

0900

1800

日常

0900

1800

外営

0900

1800

外サ

0900

1800

ＣＤ

0900

1800

休





休





外サ

0900

1800

ＣＤ

0900

1800

日常

0900

1800

日常

0900

1800

休





休




160:00 171:00 10 10 5

5

027274 小山　景子

外営

0900

1800

休





休





外サ

0900

1800

日常

0900

1800

ＣＤ

0900

1800

外サ

0900

1800

外営

0900

1800

休





休





ＣＤ

0900

1800

日常

0900

1800

日常

0900

1800

ＣＤ

0900

1800

外サ

0900

1800

休





休





休





ＣＤ

0900

1800

外サ

0900

1800

外営

0900

1800

外営

0900

1800

日常

0900

1800

休





日常

0900

1800

外営

0900

1800

外サ

0900

1800

ＣＤ

0900

1800

休





休




160:00 171:00 10 10 5

休
予

Ｃ
Ｄ

月次シフト表　（予定）

氏名
所定

時間

勤務

時間

休
日

サービス提供責任者のチーム制月次シフトについて（実際）

実際の店舗における4月のシフト予定データが上記となる。店長及びサービス提供責任者5名のチームのシフト事
例となる。

土曜日、日曜日についても1名づつ勤務をする。土日の業務は特に計画書作成や再アセスメント等を実施すること
とし、サービス提供責任者業務を中心に実施する。

このルールに基づきシフトが実際に作られている。このような考え方のもと前月のうちに就労予定、当日の業務役
割が明確になるため事前に学習をして準備をしていくことが可能となる。
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シフト管理は「自動シフトシステム」を活用
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「自動シフトシステム」活用における効果

勤務シフトの
平等性担保

ルートを固定
せずワークシェア

ＩＴを活用して
各ルートへ置き換え

スケジュールの
共有能力向上

人がシフトを作成するよりも勤務シフトに偏りが生
まれず、平等性に配慮されたシフトが作成できる

１つのルートにとどまるとその固定業務のみしか習
得出来ないが、様々なルートに配置がされるため、
従業員の業務範囲拡大が期待できる

シフトと各拠点における標準化されたルートがボタ
ン１つで置き換えされシフト作成業務時間の圧縮
が可能となる

前月のうちに翌月の就労予定が確定され、ＩＴを活
用して各拠点全員のスケジュールが共有できる

人間関係不和の
減少につながる

学習の機会が
拡大し人材価値
向上につながる

業務圧縮に
つながる

サ責本来業務
行動予定が立てやすい

自動シフトシステムにおける期待される効果として、１つには人間関係不和の減少につなげ離職率逓減につなげて
いくことが可能となる。また、学習機会の拡大に伴い従業員一人一人の人材価値向上につなげる効果が期待でき
る。

ＩＴの活用による業務圧縮を可能とし、最終的にはサービス提供責任者が本来実施すべき「在宅生活継続」につな
がる業務（要対応ＦＢ、アセスメントＦＢ、利用者カンファレンス等）のスケジュール立案に注力することが可能となり、
サービス提供責任者本来業務への注力を可能とする
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ITによる事務作業の効率化

項番 項目 詳細 紙管理（分） 計算根拠 ＩＣＴ管理（分） 計算根拠 差（分） システム仕様（想定）

1 依頼 CMからの依頼書受領および説明を受ける 100 10名分×10分 100 10名分×10分 0 -

2 ケアプラン受領 ケアプランを受領し、ファイルにとじる 50 10名分×5分 50 10名分×5分 0 -

3 アセスメント
利用者宅へ訪問し、アセスメントを実施する、アセスメント
シートを完成させ保管する

900 10名分×90分 400 10名分×40分 -500 タブレットアセスメント

4 重要事項説明書作成 重要事項説明書を印刷、製本する 300 10名分×30分 10 マスタ修正のみ -290 タブレット重説同意

5 重要事項説明
利用者宅へ訪問し、重要事項説明を実施し、ファイルに保管
する

600 10名分×60分 400 10名分×40分 -200 アセスメントデータ蓄積

6 訪問介護計画書作成 ケアプランに沿った訪問介護計画書を作成する 600 10名分×60分 400 10名分×40分 -200 アセスメント情報同期

7 訪問介護計画書同意
利用者宅へ訪問し、訪問介護計画の説明を実施し、同意を
得てファイルに保管する

600 10名分×60分 400 10名分×40分 -200 タブレット計画書同意

8 訪問介護計画書CM提出 利用者の押印済み訪問介護計画書コピーをCMに提出する 600 10名分×60分 400 10名分×40分 -200 サイン済計画書印刷機能

9 週間スケジュール作成
ケアプランをもとに、利用者ごとの週間サービス計画を作成す
る

600 10時間 300 5時間 -300 利用者カード修正

10 契約書類作成 契約書類を印刷、製本する 100 10名分×10分 10 マスタ修正のみ -90 タブレット契約書

11 契約
利用者宅へ訪問し、契約内容説明を実施し、同意を得ファイ
ルに保管する

600 10名分×60分 400 10名分×40分 -200 タブレット契約書同意

12 提供票受領
サービス対象月の提供票を受領し、内容確認の上ファイリン
グする

240 4時間 180 3時間 -60 変更管理台帳機能

13 月次サービス予定作成
受領した提供票をもとに、利用者へのサービス提供予定表を
作成する

360 1日 90 展開のみ -270 利用者スケジュール展開

14 月次担当訪問介護員確定 サービス提供予定ごとの担当介護員を確定させる 3600 2時間×30日 1800 1時間×30日 -1800 自動シュミレーション機能

15 サービス実施記録作成 サービス実施後に介護記録および実施報告書を作成する 5000 1000枠×5分 1000 1000枠×1分 -4000 記録書帳票事前印字

16 日次変更管理（訪問介護員変更含む） サービス提供予定の変更管理 6000 10件×20分 3000 10件×10分 -3000 変更管理台帳機能

17 日次実績化
サービス担当介護員からの実績報告をもとに日次でサービ
ス実績を確定させる

3000 1000件×3分 1000 1000件×1分 -2000
ハンディによるバーコード実
績化

18 月次実績化
日次で確定したサービス実績をもとに月次の実績を確定させ
る

600 10時間 10 日次で対応 -590 請求計算ボタンのみ

19 提供票1入れ
確定したサービス実績をもとに、CMから受領した提供票に実
績記載（1入れ）を行なう

300 5時間 10 日次で対応 -290 提供票印刷機能

20 CM向け月次報告
実績記載した提供票および利用者情報をCM向けに報告す
る

900 15時間 900 15時間 0 -

21 請求計算 確定したサービスを請求額に計算する 360 6時間 30 30分 -330 請求計算機能

22 再アセスメント
定期的に再アセスメントを実施する。またアセスメント結果を
ファイルに保管する

1980 33名分×60分 1320 33名分×40分 -660
タブレットによる再アセスメン
ト

23 カンファレンス
アセスメント結果に基づき介護計画の見直しについて議論を
し、記録を残す

600 30名分×60分 600 30名分×60分 0 -

24 見直しプラン作成 ケアプランをカンファレンス結果に基づき修正する 300 10名分×30分 300 10名分×30分 0 -

25 CM提案 修正が必要となるプランについてケアマネジャーへ提案する 600 10名分×60分 600 10名分×60分 0 -

26 訪問介護計画書改訂 ケアマネジャーより了承いただいた場合計画書を改定する 600 10名分×30分 400 10名分×40分 -200 アセスメントデータ同期

27 利用者提案
改定した訪問介護計画書について説明をし、同意を得てファ
イルに保管する

600 10名分×60分 400 10名分×40分 -200 タブレット計画書同意

30090 502時間 14510 242時間 260 →削減時間数
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介護人材の採用が難しくなる中、短時間の就労ニーズをもつ労働者を雇用して活用する必要が急速に高まっている。
訪問介護員の一人一人の就労日時ニーズに合わせて柔軟に対応していくことが必要。
訪問介護員が短時間でかつまとまった時間で就労出来る仕組みを構築する必要がある

子供の成長、孫の成長など、生活様式の変化に対応して、職務形態もすら、柔軟にする。このことでサービス提供責
任者業務などを習得する機会が生まれ、登録型訪問介護員が将来サービス提供責任者として活躍するためのキャリ
アアップの仕組みが出来るのではないかと考える。
育児時短・介護時短の常勤介護員も急速に増大している。

ITにより多様な雇用形態への柔軟な対応をおこなう。

⇒ITの活用により、柔軟な雇用形態を管理する。利用者と介護者のマッチングが自動化する。
⇒ICTの活用により「申し送り」の精度が向上することで短時間就労者の活躍の場が広がる。
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予定情報が前月のうちに分かるためいつ
どの訪問介護員が来るか事前に分かる

予定通り訪問介護員が訪問しないという
穴あけは減少する

予定通りサービス提供がなされ

実績となるため請求によるトラブルが起き
づらい

業務圧縮することにより、より重要度の高
い病気の急変等への対応やご家族への
申し送り事項等の対応が実施出来るよう
になる

予定情報が分からないためどの訪問介
護員が来るか当日来てみないと分からな
い

予定が立案されていないことにより時間
遅れや予定通り訪問介護員が来ないこ
とが発生しやすい

予定が立案されない状況でサービス提
供となるため妥当性のある請求なのか判
断がつきづらい

請求業務に追われるため、本当に必要
な生活支援のサービスや病気の急変時
の対応等に割く時間が取れない

ＩＴ化前の顧客への対応 ＩＴ化後の顧客への対応

利用者としてはＩＴにより予定としてどの訪問介護員がいつ来るのかについて事前に把握することが可能とな
る。これにより安心してサービスを受けることにつながる。予定の精度が向上することで遅刻や穴あけという
事象について減少することが出来る。また予定通りのサービス提供がなされることにより妥当性の高い請求
となるため請求トラブルは発生しづらい。何より業務圧縮が出来ることでおせっかいな隣人的生活支援サー
ビスの提供する時間数が増加し、利用者満足度向上につながる。

テーマ１．ITを活用して、サ責の本来業務を取り戻す（顧客への価値）
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テーマ２．ICTを活用して、サ責と訪問介護員の学習効果を高める。

・H2の訪問介護計画のPDCAサイクル
・もばイルカシステムによる情報共有

・医師看護師ケアマネジャー利用者との情報連携による多職種から
のサポート
・情報の区分「要対応」「申し送り」の仕組み
これらを活用して訪問介護事業をおこなっている。
ひとりぼっちではない。それぞれがICTを介してつながっている。
つながっていて支援しあうので、それぞれの学習効果が高い。

若いサ責でも、新米の訪問介護員でも、短い時間で大きな成果をあ
げることができる。
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H2の訪問介護計画のPDCAサイクル

計画書作成 サービス実施 再アセスメント 計画書見直し

計画書作成
作業簡素化

サービス実施
再アセスメント
実施予定通知

計画書見直し
作業簡素化

運営基準

Ｈ２（基幹）
システム効果

システムによ
る共有・ＦＢ

Ｈ２システム
ゆめいえ

もばイルカ もばイルカ
Ｈ２システム
ゆめいえ

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ

最新の計画書が
閲覧可能。
どのような目標に

沿ってサービス提
供すべきか把握で
きる

サービスごとの利
用者の状況、要対
応情報等について
周辺システムにて
確認が可能

再アセスメントの
情報について訪問
介護員へ通知す
る。今後課題すべ
き課題共有が可
能

見直しをした計画
書の状況について
確認が可能。何故
計画が変更された
のかについて把握
が出来る

Ｈ２システムによる訪問介護計画のＰＤＣＡサイクルの効果

運営基準である計画書のＰＤＣＡで実施すべき業務について、作成作業の簡素化及び、再アセスメント実施の必要
がある利用者においてシステム側で通知をすることによりサービス提供責任者業務を支援する。

また、作成された各プロセスにおける情報については基幹システム及び周辺システムにおいて訪問介護員へ
フィードバックされる。このためサービス提供責任者及び、サービスを担当する訪問介護員の情報格差が極めて小
さくなり、初めて担当する新米訪問介護員においても利用者の状況がどのように変化をしていて、自分がどのよう
な関わりをしていくべきかの判断業務が実施しやすくなり、短い時間で大きな成果をあげることが可能になる。
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個別の担当利用者情報
バイタル情報
申し送り・要対応（留意点）情報
クレーム等過去履歴

サービス提供予定の閲覧
介護記録の入力
申し送り要対応指示機能

サービス就労前日メール
雇用契約更新
身分証発行機能

在宅医療の情報
訪問看護の情報
薬剤情報
ケアマネジャーからの情報

他の担当訪問介護員の介
護記録の閲覧

訪問介護員向け情報
ツール「もばイルカ」

留意点会議の受講管理
更新時研修受講管理
健康診断の受診管理

自動化による管理

携帯電話やスマートフォンを利用して、インターネット経由で、すべての訪問介護員
から利用者の情報が大量に流入し、サービス提供責任者からの指示がなされている。

携帯端末による訪問介護員からの情報提供とサ責の指示



大量の情報の処理、情報の区分を明確におこなう。

最優先治療群

待機的治療群

保留群

無呼吸

死亡群

救急医療患者における
トリアージ

生命を救うため

ただちに処置を必要とするも
の。窒息、多量の出血、ショッ
クの危険のあるもの

多少治療が遅れても生命の
危険がないもの

バイタルサインが安定してい
るもの

上記以外の軽易な疾病でほと
んど専門医の治療を必要とし
ないもの

気道を確保しても呼吸のない
もの。心配蘇生を施しても蘇
生のないもの

介護専門職における
要対応情報区分

要対応事項

申し送り事項

介護記録

サービス提供
時間の記録

疾病や病状の変化について
の記録。

一定の閾値を越えた場合、看
護師、医師への連携の必要
性がある内容。

ご家族への伝達に関する必
要性が発生している内容につ
いて。ご利用者、ご家族から
の要望事項について、課題解
決活動が必要な内容

介護を実施した記録

食事介助において本日の献
立は〇〇のような品をお召し
上がりになり全量摂取した。

サービス時間の記録が必要
であり、請求に関して必要で
あると定義されている。

重要度高 重要度高

介護専門職における生産性の向上においてはトリアージの考え方が必要である。

介護専門職としては多くの情報からより重要度の高い情報を選別し、優先度の高い情報から他職種連携を実施していく
ことで利用者一人一人の在宅生活継続の成果を高めていくことが可能になると考える。複数人で重要度が低い情報につ
いて確認していると生産性向上につながらないのではないか。

⇒情報の共有だけでは情報が多すぎてロスが増加。情報の取捨選択技術こそが生産性向上の要となる。 2
4
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テーマ３．介護職員の成長を導き、利用者に付加価値の大きな介護
サービスを提供できる。

・訪問介護員もサ責もチームのメンバーに支えられながら、利用者
に「在宅生活継続」という付加価値の高いサービスを提供すること
ができる。

・訪問介護員もサ責が協働して大きな成果をあげることができる。成
果を通じて有能感を得ることができる。

・介護職員と高齢の利用者の間に「対話」の時間を生み、「対話」を
通じて、互いのリスペクトを生みだし、相互信頼の関係を生み出して
いく。
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現状の離職率及び離職防止策（正社員離職率など）

全社の正社員における人数の増加に対し、退職者の増加の方が緩やかな状況となっている。
離職率についても約7.5%下がっており、社内環境の整備状況に合わせて離職率が低下しているものと考える。
介護労働安定センターによる調査結果によると平成24年の介護業界全体の離職率は17%を示しており業界全体と
比べると離職率が低い傾向にある。
法人別にみると営利企業における介護職の正規雇用者は21.5%、非正規雇用者は26.2%を示しており、平均すると
離職率23.85%と介護業界全体において民間事業者の離職率が医療法人や社会福祉法人、社会福祉協議会と比
べて割合が多い状況となっている。
法人の割合においては民間企業が53.6%となっており、全体の離職率を押し上げている結果となる。
この結果を踏まえると、民間企業における離職率の低下が、介護業界全体の離職率低下につながるのではないか
と考えられる。

弊社離職率の推移について
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■新卒入社者離職率の改善傾向
新卒入社者について、2003年入社の1年内離職率が13.3%という状況であったが、2013年入社は0名、2014年は2名、
2015年入社においては0名という状況になっている。この3年間の新入社員の1年内離職率を見ると1.6%の離職率と
なっている状況である。
ＩＴ活用能力の高い近年の新入社員においては離職率が低い傾向となっている。
■出産後復帰率の改善
また、出産により休職した女性就労者の復職率についても97%となっており離職の逓減につながっていると考えられ
る。
■ＩＴ、ICT活用の効果
ＩＴによる省力化、ＩＣＴによる情報共有、情報システムを活用した業務支援の効果が大きいことが推測される。
若く経験がない介護職であっても、ICTによる情報集約に基づいて「介護過程」の成果を実感することができる。
「介護過程」の成果として「在宅生活継続」「自己選択の享受」が実現している。この成果の実感については、若く、経
験がなくとも、得ることができるように配慮をおこなっている。成果の実感をもつことにより有能感を得ることができる
のではないか。

新卒入社者の定着の効果
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就労初期段階のキャリアイメージの確保

高齢者の「在宅生活継続」
「自立支援」といった成果

介護過程の実行 直接介護 ICTの活用医療等多職種
との連携

顧客満足度向上による
地域の評価・業績が向上

サービス提供責任者・介護専門職としての有能感

終業後・休日の時間活用におけるプライベートの充実

職場におけるコミュニケーション量・質の増加による充実した職場の形成

長期キャリアイメージの確保と意欲の向上

事務処理軽減による残業
削減、人材マネジメント
システムといった
労働環境の整備

若手社員・リーダーでも実現することが可能！
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今後の課題 「対話」の時間と技術について

若い介護職員
高齢者

要介護者と家族

利害の不一致

世代間対立構造

若い介護職員
高齢者

要介護者と家族

承認と理解

承認と理解有能感の向上 承認欲求の充足

対話

コミュニケーション 「対話」時間の設定

相互の理解と尊重の「文化」
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テーマ４．IoT技術による生活支援の可能性
・介護給付のサービス（例えば定期巡回のサービス）とIoTの
技術を組み入れることにより、中重度の利用者の在宅生活継
続の可能性が高まる。

・「生活援助」の中でおこなわれている訪問介護員が行う専門
的な相談援助機能とIoT機器との組み合わせによって、飛躍
的に生産性を向上させることができる。
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介護保険利用以外での買い物の代替機能として考えられるものを下記の項目からあ
てはまるものをすべて選択してください。

IoT技術による生活支援の可能性 （生活援助アンケート結果より）
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介護保険利用以外での調理行為そのものの代替機能として考えられるものを
下記の項目からあてはまるものをすべて選択してください。

IoT技術による生活支援の可能性 （生活援助アンケート結果より）
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IoTによる生活支援と介護給付による付加価値拡大

在宅生活
継続コスト

医療、介護サービス
入院回数増加

発見遅延による重度化
データ分析に基づいた
適切な医療、介護サービス
早期入院、早期治療

早期発見による重度化防止

IoTなし IoTあり

• 在宅生活継続の為にIoT機器を活用した生活支援が必要。
• IoT機器のみでは意味を成さず、日常生活に関わっている在宅介護とIoT機器による生活
支援サービスを一体的に提供することが必要。

• 介護給付と生活支援と在宅医療と連携して疾患管理を行うことで、家族介護の負担軽減を
行い、在宅生活継続という顧客価値を提供することができる。

• これらの統合を行い、介護にまつわる不幸な事件を防ぎ、介護過程における要対応事項に
関する判断を容易にすることが可能となり社会的コストの削減を実現することができる。
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専門性に基づく観察・判断・情報収集・安全確
認・助言・働きかけ

掃除・洗濯・調理・買い物

掃除・洗濯・調理・買い物等を通じて専門性に基づく観
察・判断・情報収集・安全確認がなされる。

掃除をしながら、単に掃除等を行っているだけの役割で
はない。

訪問介護員自らが判断をおこなって、利用者本人の自己
選択の支援・助言・働きかけを行っている。

。

相談援助機能とIoT機器との組み合わせによって、飛躍的に生産性を向上させる
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1日の時間の中でサービスが点在している状況

「生活支援」による生活全体の支援

在宅介護在宅医療

生活支援（IoT機器）

• 独居、日中独居、高齢者のみ世帯は、世帯の介護力の低下にともない、「生活支援」の重
要性が高まっている。

• ここでいう「生活支援」は「家族の代替的」「おせっかいな隣人的」機能と定義しています。
• 「在宅医療」と「生活支援」の統合により、疾患管理の支援を実現し、医学的根拠に基づい
た「在宅介護」を説明し、さらに、「生活支援」そのものが、独居、高齢者のみ世帯の中重度
の要介護高齢者の生活全体の把握と支えを行えます。

※定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスなどの包括型サービスは、随時対応、随時
訪問、看護による疾患管理、「生活支援」による生活全体の支援が付加されています。

IoT生活支援と介護給付による付加価値拡大
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インターネット上の
データベースやさしい手コール

センター

介護記録入力
（身体、栄養、疾
患、服薬）

端座位センサー

睡眠

人感センサー

ケアコール

徘徊センサー

バイタルセンサー

サービス提供責任者
端末（利用者情報）

訪問介護員端末
（利用者情報）センサー情報

利用者宅
介護サービス拠点

利用者情報の閲覧・管理

・配食 ・緊急通報
・会食 ・生涯学習

・見守り ・ｺﾐｭﾆﾃｨﾚｽﾄﾗﾝ

自費サービス・地域支援事業

電話見守り

ご家族・関係者閲覧

随時対応
改善提案

日々の介護記録
生活状況の状況

共有

Wi-fi

ｹﾞｰﾄ
ｳｪｲ

介護職員における要対応事項における情報についてＩoＴ機器の数値を確認のうえ、介護職員が対応をしていくこと
で、膨大な情報から最重要な情報を特定し、対応成果をあげていくことが重要になる。

これにより介護職員が介護過程に関わりを持つことで在宅生活継続の成果をあげることにつながり、介護職員のや
りがいにつながっていくのではないかと考えております。ＩoＴ機器のみでなく介護職員が活用できるよう重要ＫＰＩが
何かを特定して展開していくことが最重要となる。

IoT生活支援と介護給付による付加価値拡大
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センサートイレ
お風呂
外出（ドア）
食事（冷蔵庫）

服薬
水分
バイタル
睡眠

インター
ネット コールセンター

定期巡回
介護事業者

トイレ回数

重度軽度

予兆を
感知

声かけ
改善
提案

・状況確認
・課題早期発見

・介護計画
・医療連携

データ蓄積

状態情報
異常通報 データ蓄積

データ分析
改善提案

重度

軽度

ご年齢

重度化抑制
予防

改善提案

ご家族
緊急連絡先

状態情報
異常通報

IoT生活支援と介護給付による付加価値拡大

ビックデータ活用して家族介護の負担軽減、重度化防止
• 日々の介護や生活状況の記録と、IoT機器からのデータを多重利用し、介護事業者が予後予測を行い
介護職員が生活改善提案や異常時の対応を行う。

• IoT生活支援が重度化防止、家族負担軽減となる。結果的に在宅生活継続によりコストが下がる。
• 何が「重要情報」であり、何が「不重要情報」なのか区分をする技術革新により、付加価値が向上する。
• ビッグデータに対して、AIを活用し、IoT生活支援、在宅介護と組み合わせることにより、「介護ロボット」
が実用化され始める。
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テーマ５・働きやすさを支えるIT

（１）ITを活用することにより、人材マネジメントによる効果を拡大す
る。

（２）労務コンプライアンス・介護コンプライアンスの管理に適しており、
労働環境を保証し、定着率を拡大する。



経営ビジョン

組織構造

業務フロー

目標設定

計画の実行

目標達成の評価

職務役割基準による評価

課題の把握

次期目標の設定

年次学習目標の設定

四半期学習目標の設定

次期目標の設定

方針展開

職務役割
基準

個別研修プログラム

研修カリキュラム

月例給への反映

賞与への反映

人事考課

人事考課

職務役割評価制度による人事考課プロセス

目標管理制度による人事考課プロセス

人材開発システム

人材フローへの反映

キャリアビジョンの設定

個別の学習支援

人材フローシステム

ITを活用することにより、人材マネジメントによる効果を拡大する。

ＩＴを活用して目標管理を実施することにより、経営ビジョンに沿った目標を個人が立案するよう上司が目標設定、
また上司がその個人の目標達成に向けて支援を行うことで業績向上につながる。目標管理の結果は賞与へ反映
される。また職務役割基準においては対象事業ごとに役割が設定されており、どのような職務をどのような役割で
担う必要があるかについて定義されている。これにより自身の立ち位置を客観的に把握することで学習を進めてい
く効果がある。またキャリアビジョンの設定や人事ローテーション等へも反映されることで人材価値向上の効果を
もたらす。



情報システムを用いた人材マネジメント（目標管理システム）
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自身で設定した目標が達成出来ているかどうか毎月目標の達成状況についての振り返りを実施する。四半期ごと
に自身の目標に対する自己評価を実施する。また上司についても四半期ごとに１次、２次評価を実施し、本人の目
標の達成状況についての振り返り及び、次月以降の目標設定を実施する。本人の目標達成に向けた課題の明確
化及び上司の目標設定能力の向上につながっている。

やさい太郎 鈴木 次郎

宮本 三郎 鈴木 次郎

鈴木 次郎

鈴木 次郎

鈴木 次郎

鈴木 次郎

鈴木 次郎

田中 太

田中 太

田中 太

田中 太

田中 太

田中 太

田中 太

田中 太

田中 太

田中 太

岡部 誠

岡部 誠

岡部 誠

伊東 進

石川 さえ

山田 大助

佐伯 新平

小川 真理

飯田 智

竹下 恵

前田 兼助

田中 太



情報システムを用いた人材マネジメント（職務役割基準評価）
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職務役割基準書に基づき、業務習得MNにも定義している各階層ごとの役割についてどの程度習得しているか四
半期ごとに確認する。年間の職務役割の習得状況、達成水準について自己評価を実施し、上司との面談、１次、２
次評価を実施のうえ評価を確定する。この評価は翌年の給与に連動する。従業員が会社で担う役割を明確にし役
割が担えたか振り返りが出来、翌年の自身及び上司における育成計画に反映することが出来る。

田中 太
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介護人材の確保のためには「仕事の魅力」の再定義が必要

直接介護
技術

介護の成果（介護のみ）

今までの介護の魅力

過去の介護のあり方

直接介護
技術

「在宅生活の継続Aging in Place」
（24Hの生活領域の介護過程の成果）

介護の魅力拡大

現在の介護のあり方

地域連携

疾患管理

アセスメント

サービス担当者
会議

計画書作成

同意・説明

生活支援

家族支援

自立支援

モニタリング

専門職連携

24時間365日
生活領域

介護過程

介護の機能が向上し、
キャリアアップのモチ
ベーションが向上
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介護人材の確保のためには「仕事の魅力の再定義」が必要

直接的な介護サービスを
通して在宅介護継続の成果

をあげる

仕事の成果が喜び
以前の魅力

在宅生活継続の成果をあげる

仕事の成果や利用者の生活全体を
支えることが喜びとなる

仕事の成果が喜び
今後の魅力

多職種と連携をすることで
介護過程の成果が向上する。

短時間就労者の多様な組み合わせ
によるサービス提供が必要。

申し送り⇒口頭と紙
利用者把握⇒記憶力だより
人材⇒常勤就労者中心主義

ＩＣＴが不要 業務によりＩＣＴが不可欠となる

ICTにより、中核産業として成長
ICTによって役割分担が発生し、業務が高
度化し、成果が明確になり、介護のシゴトの
魅力がたかまるのではないか。

IoT生活支援と介護給付統合による
付加価値拡大



少子高齢社会を克服し、国民に安心を提供するための
生活のイノベーション
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在宅医療・行政・地域資源・地域住民
コンビニエンスストア・インターネットサービス

IoTAI 在宅介護
物のインターネット化人工知能

要介護者・介護家族

一体的提供一体的提供

AI＋IoT生活支援による個別の生活スタイル維持支援

資源の活用バックアップ


